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1.4.3 総合調整、ガイドライン策定等 

1.4.3.1 事業計画 

無人運航船の安全性評価等事業の全体計画を踏まえた今年度の年度計画を表 1.4.8 に示す。 

 

表 1.4.8 安全ガイドライン策定等の年度計画 

項目 ③総合調整、ガイドライン策定等 
全体計画  学識経験者及び外部有識者等で構成される委員会を組織し、総合調整を行う。 

 技術的な検討および事業者による試験の結果を踏まえ、無人運航船の実施に必

要と考えられる安全上の要件をとりまとめて、自動・遠隔及び自動化レベルを

統一して取り扱うガイドライン案を作成する。 
年度計画  無人運航船安全ガイドラインの検討・骨子策定 

 無人運航船のリスク解析ガイドラインの検討 
 関連情報の調査 

 

1.4.3.2 事業成果 

今年度の実施事項（事業成果）を表 1.4.9 に示す。 

図 1.4.17 に示すように国際海事機関（IMO）において自動運航船の規則策定に関する作業ロード

マップが示された。これを受け、図 1.4.18 に示すとおり、事業計画の見直しを行った。 

図 1.4.19 -  01) から -  40)に今年度の事業成果の概要を示す。 

また、巻末の資料５にガイドライン骨子案・IMO 提案を示す。 

 

表 1.4.9 安全ガイドライン策定等の今年度の実施事項（事業成果） 

項目 ③総合調整、ガイドライン策定等 
今年度の実

施事項（事

業成果） 

 無人運航船安全ガイドラインの検討・骨子策定 
 コンセプト整理（目的・対象・目標/機能要件/仕様要件・認証等） 
 他のガイドラインとの比較（船舶の自動化装置、自動車の自動運転等） 
 実証事業・他事業の結果のフィードバック 等 
 無人運航船のリスク解析ガイドラインの検討 
 IMO の自動運航船トライアル暫定ガイドラインへの対応 
 無人運航船安全ガイドラインへの対応の整理（リスク評価の位置づけ等） 等 
 関連情報の調査 
 無人運航船関連の調査（自動化レベル、船舶の自動化設備の要件等） 
 交通輸送機器等の自動運転の安全性確保に関する技術動向の調査（鉄道分野、

建設分野、農業分野） 
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図 1.4.17 IMO の自動運航船の規則策定に関する作業ロードマップ 

 

 
図 1.4.18 IMO の作業ロードマップを受けた事業計画・事業成果の見直し 
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図 1.4.19  -  01)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

 
図 1.4.19 -  02)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  03)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  04)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  05)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  06)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  07)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  08)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19  -  09)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  10) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  11)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  12)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  13)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  14)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  15)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  16)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  17)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  18) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  19)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  20)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  21)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  22)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  23)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  24) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  25)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  26)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  27)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  28)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 



- 52 - 
 

 
図 1.4.19 -  29)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  30)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 



- 53 - 
 

 
図 1.4.19 -  31)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  32) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  33)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  34)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19 -  35)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  36) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 



- 56 - 
 

 
図 1.4.19  -  37) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19 -  38)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19  -  39) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

  
図 1.4.19  -  40)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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図 1.4.19  -  41) ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 

 

 
図 1.4.19  -  42)ガイドライン策定等の今年度の事業成果の概要 
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2 活動状況報告 

2.1 無人運航船安全性評価ステアリング委員会 

2.1.1 第３回委員会 

(1) 日時   2021 年 8 月 2 日 15:00-17:00 

(2) 場所   Web 会議（Microsoft Teams 利用） 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 31 名 

 委員長 今津隼馬（東京海洋大学名誉教授）  
 委 員 庄司るり（東京海洋大学） 清水悦郎（東京海洋大学） 
  南 健吾（日本大学） 古莊雅生（大島商船高等専門学校） 
  河合英直（自動車技術総合機構） 山田智章（日本海事協会 

 藤波委員の代理） 
  大森 彰（日本船主協会） 西村浩一（東洋信号通信社） 
  田澤孝之（日本マイクロソフト） 野本秀樹（有人宇宙システム） 

 

(4) 配布資料 

資料 21-3-0-1 無人運航船安全性評価ステアリング委員会 委員等名簿 

資料 21-3-1-1 守秘義務誓約書 

資料 21-3-1-2 知的財産権資料リスト 

資料 21-3-1-3 第 2 回無人運航船ステアリング委員会議事録（案） 

資料 21-3-2-1 事業計画書無人運航船に係わる安全性評価 

資料 21-3-2-2 事業計画書無人運航システムに係る安全評価の基礎となる船員スキルの定量化 

資料 21-3-2-3 無人運航船の安全性評価等事業の全体計画 

資料 21-3-3-1 年度計画①安全性評価（安全性評価事業） 

資料 21-3-3-2 年度計画②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

資料 21-3-3-3 年度計画③総合調整、ガイドライン策定等（安全性評価事業） 

資料 21-3-3-4 年度計画④船員スキル定量化（船員スキル定量化事業） 

資料 21-3-4-1 ５コンソーシアムとの 2020 年度成果報告および意見交換（報告） 

 

(5) 議事内容 

 全体事業計画について 

 各事業における年度計画について 

2-1) 年度計画 ①安全性評価（安全性評価事業） 

2-2) 年度計画 ②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

2-3) 年度計画 ③総合調整、ガイドライン策定等 

2-4) 年度計画 ④船員スキル定量化（船員スキル定量化事業） 

 その他 

3-1) 実証事業コンソーシアム意見交換の概要報告 
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2.1.2 第４回委員会 

(1) 日時   2022 年 3 月 24 日 15:00-17:00 

(2) 場所   AP 新橋  D ルーム、web 会議併用 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 30 名 

 委員長 今津隼馬（東京海洋大学名誉教授）  
 委 員 庄司るり（東京海洋大学） 清水悦郎（東京海洋大学） 
  南健悟（日本大学） 古莊雅生（大島商船高等専門学校） 
  河合英直（自動車技術総合機構） 藤浪幸仁（日本海事協会） 
  大森彰（日本船主協会） 西村浩一（東洋信号通信社） 
  田澤孝之（日本マイクロソフト） 野本秀樹（有人宇宙システム） 

 

(4) 配布資料 

資料 21-4-0-1 無⼈運航船安全性評価ステアリング委員会  委員等名簿  

資料 21-4-0-2 第 3 回無⼈運航船安全性評価ステアリング委員会  議事録（案）  

資料 21-4-0-3 知的財産権資料リスト  

資料 21-4-1-1 委員会の活動報告  安全評価等実施委員会  

資料 21-4-1-2 委員会の活動報告  安全ガイドライン等策定委員会  

資料 21-4-2-1 今年度の事業成果①安全性評価（安全性評価事業）  

資料 21-4-2-2 今年度の事業成果②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業）  

資料 21-4-2-3 今年度の事業成果③総合調整、ガイドライン策定等（安全性評価事業）  

資料 21-4-2-4 今年度の事業成果④船員スキル定量化（船員スキル定量化事業）  

資料 21-4-3 次年度の事業予定（⽇本財団助成⾦申請）  

参考 21-4-1 ①安全性評価:⾃動運航船のリスク解析⼿順書  

参考 21-4-2 ②総合シミュレーションシステム開発等:事後評価の評価⽅法案  

参考 21-4-3 ③総合調整、ガイドライン策定等安全ガイドライン⾻⼦案 

    （IMO 提案・MSC 105/7/2） 

 

(5) 議事内容 

 委員会の活動報告 

 今年度の事業成果報告 ①安全性評価（安全性評価事業） 

 今年度の事業成果報告 ②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

 今年度の事業成果報告 ③総合調整、ガイドライン策定等（安全性評価事業） 

 今年度の事業成果報告 ④船員スキル定量化（船員スキル定量化事業） 

 次年度の事業予定 
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2.2 安全ガイドライン等策定委員会 

2.2.1 第３回委員会 

(1) 日時   2021 年 8 月 24 日 10:15-12:00 

(2) 場所   Web 会議（Microsoft Teams 利用） 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 30 名 

 委員長 清水悦郎（東京海洋大学）  
 委 員 伊藤 誠（筑波大学） 國枝佳明（東京海洋大学） 
  南 健吾（日本大学） 河合英直（自動車技術総合機構） 
  田北順二（全国船舶無線協会） 山田智章（日本海事協会） 
  中村秀之（日本海事センター） 竹林哲哉（日本船主協会） 

 

(4) 配布資料 

資料 21-3-0-1 安全ガイドライン等策定委員会 委員等名簿 

資料 21-3-1-1 守秘義務誓約書 

資料 21-3-1-2 知的財産権資料リスト 

資料 21-3-1-3 第 2 回安全ガイドライン等実施委員会 議事録（案） 

資料 21-3-2-1 事業計画書 無人運航船に係わる安全性評価 

資料 21-3-2-2 無人運航船の安全性評価等事業の全体計画 

資料 21-3-3-1 年度計画③総合調整、ガイドライン策定等（安全性評価事業） 

資料 21-3-3-2 討議ポイント 

資料 21-3-4-1 ５コンソーシアムとの 2020 年度成果報告および意見交換（報告） 

参考 21-3-1-1 年度計画①安全性評価（安全性評価事業） 

参考 21-3-1-2 年度計画②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

参考 21-3-1-3 年度計画④船員スキル定量化（船員スキル定量化事業） 

参考 21-3-2-1 MSC104/15/25 MASS operations in IMO instruments (自動運航船ガイドの日本提案) 

 

(5) 議事内容 

 全体事業計画について 

 年度計画について 

 その他 

3-1) ５コンソーシアムとの意見交換の結果の概要報告と FTSS のデモ 
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2.2.2 第４回委員会 

(1) 日時   2021 年 12 月 21 日 15:30-17:00 

(2) 場所   Web 会議（Microsoft Teams 利用） 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 30 名 

 委員長 清水悦郎（東京海洋大学）  
 委 員 牧 敦生（大阪大学） 伊藤 誠（筑波大学） 
  國枝佳明（東京海洋大学） 南 健吾（日本大学） 
  河合英直（自動車技術総合機構） 田北順二（全国船舶無線協会） 

  山田智章（日本海事協会） 中村秀之（日本海事センター） 
  平尾真二（日本船主協会  

 竹林委員の代理） 
 

 

(4) 配布資料 

資料 21-4-0-1 安全ガイドライン等策定委員会 委員等名簿 

資料 21-4-0-2 第 3 回安全ガイドライン等策定委員会 議事録（案） 

資料 21-4-0-3 知的財産権資料リスト 

資料 21-4-1-1 安全ガイドラインに関する国際海事機関（IMO）の審議動向 

資料 21-4-1-2 安全ガイドライン骨子案 別紙 安全ガイドライン骨子案の IMO 提案 

資料 21-4-2  無人運航に関する調査の進捗 

参考 21-4-1  MSC 104 審議レポート（自動運航船関係抜粋） 

参考 21-4-2  安全ガイドライン骨子案・IMO 提案 ANNEX2 ガイドライン A 部（仮訳） 

参考 21-4-3  自動車の自動運転の機能要件（FRAV）  

    ※自動車基準調和世界フォーラム(UN/ECE WP29) 

 

(5) 議事内容 

 安全ガイドライン骨子案について 

 無人運航に関する調査の進捗について 

 

2.2.3 第５回委員会 

(1) 日時   2022 年 3 月 18 日 15:00-17:00 

(2) 場所   AP 虎ノ門 A ルーム・web 会議併用 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 24 名 

 委員長 清水悦郎（東京海洋大学）  
 委 員 牧敦生（大阪大学） 伊藤誠（筑波大学） 
  國枝佳明（東京海洋大学） 南健悟（日本大学） 
  河合英直（自動車技術総合機構） 田北順二（全国船舶無線協会） 

  山田智章（日本海事協会） 中村秀之（日本海事センター） 
  平尾真二（日本船主協会）  

 

(4) 配布資料 

資料 21-5-0-1 安全ガイドライン等策定委員会  委員等名簿 

資料 21-5-0-2 第 3 回安全ガイドライン等策定委員会  議事録（案） 
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資料 21-5-0-3 知的財産権資料リスト 

資料 21-5-1 安全ガイドライン骨子案（IMO 提案） 

資料 21-5-2 自動運航船のリスク解析手順書 

資料 21-5-3 無人運航に関する調査 

資料 21-5-4 今年度の事業成果 ③総合調整、ガイドライン策定等 

資料 21-5-5 次年度の事業予定 

参考 21-5-1 ③総合調整、ガイドライン策定等安全ガイドライン骨子案 

   （IMO 提案・MSC 105/7/2） 

参考 21-5-2 ③総合調整、ガイドライン策定等:自動運航船のリスク解析手順書 

 

(5) 議事内容 

 安全ガイドライン骨子案 

 自動運航船のリスク解析手順書について 

 無人運航に関する調査 

 今年度の事業成果 

 次年度の事業予定 

 その他 

 

2.3 安全評価等実施委員会 

2.3.1 第４回委員会 

(1) 日時   2021 年 8 月 17 日 10:00-12:00 

(2) 場所   Web 会議（Microsoft Teams 利用） 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 25 名 

 委員長 今津隼馬（東京海洋大学名誉教授）  
 委 員 橋本博公（大阪府立大学） 伊藤 誠（筑波大学） 
  古莊雅生（大島商船高等専門学校） 西藤浩一（日本海事協会） 
  野本秀樹（有人宇宙システム）  

 

(4) 配布資料 

資料 21-4-0-1 安全評価等実施委員会 委員等名簿 

資料 21-4-1-1 守秘義務誓約書 

資料 21-4-1-2 知的財産権資料リスト 

資料 21-4-1-3 第 3 回安全評価等実施委員会議事録 

資料 21-4-2-1 事業計画書 無人運航船に係わる安全性評価 

資料 21-4-2-2 無人運航船の安全性評価等事業の全体計画 

資料 21-4-3-1 年度計画①安全性評価（安全性評価事業） 

資料 21-4-3-2 年度計画②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

資料 21-4-3-3 討議ポイント ～ 委員に特に審議いただきたい事項 

資料 21-4-4-1 実証事業のリスク解析のレビュー 

資料 21-4-5-1 ５コンソーシアムとの 2020 年度成果報告及び意見交換（報告） 
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(5) 議事内容 

 全体事業計画について 

 年度計画について 

2-1) 年度計画 ①安全性評価（安全性評価事業） 

2-2) 年度計画 ②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

 実証事業のリスク解析のレビュー 

 その他 

 

2.3.2 第５回委員会 

(1) 日時   2021 年 12 月 17 日 10:00-12:00 

(2) 場所   Web 会議（Microsoft Teams 利用） 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 25 名 

 委員長 今津隼馬（東京海洋大学名誉教授）  
 委 員 橋本博公（大阪府立大学） 伊藤 誠（筑波大学） 
  古莊雅生（大島商船高等専門学校） 西藤浩一（日本海事協会） 
  野本秀樹（有人宇宙システム）  

 

(4) 配布資料 

資料 21-5-0-1 安全評価等実施委員会 委員等名簿 

資料 21-5-0-2 第 4 回安全評価等実施委員会議事録(案) 

資料 21-5-0-3 知的財産権資料リスト 

資料 21-5-1-1 事後評価の評価方法案 

資料 21-5-2-1 安全ガイドラインに関する国際海事機関（IMO）の審議動向 

資料 21-5-2-2 安全ガイドライン骨子案 

   別紙 安全ガイドライン骨子案の IMO 提案 

資料 21-5-3  事前評価の進捗 

参考 21-5-1  MSC104 審議レポート（自動運航船関係抜粋） 

参考 21-5-2  安全ガイドライン骨子案・IMO 提案 ANNEX2 ガイドライン A 部（仮訳） 

参考 21-5-3  自動車の自動運転の機能要件（FRAV） 

   ※自動車基準調和世界フォーラム（UN/ECE WP29） 

(5) 議事内容 

 無人運航船に係る総合安全性評価（事後評価）の評価方法について 

 安全ガイドライン骨子案について 

 実証事業に係る安全評価（事前評価）の進捗について 
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2.3.3 第６回委員会 

(1) 日時   2022 年 3 月 14 日 15:00-17:00 

(2) 場所   AP 虎ノ門 B ルーム・Web 会議併用 

(3) 出席者 (敬称略、順不同)  合計 19 名 

 委員長 今津隼馬（東京海洋大学名誉教授）  
 委 員 橋本博公（大阪府立大学） 伊藤 誠（筑波大学） 
  古莊雅生（大島商船高等専門学校） 西藤浩一（日本海事協会） 
  野本秀樹（有人宇宙システム）  

 

(4) 配布資料 

資料 21-6-0-1 安全評価等実施委員会 委員等名簿 

資料 21-6-0-2 第 5 回安全評価等実施委員会議事録（案） 

資料 21-6-0-3 知的財産権資料リスト 

資料 21-6-1  事後評価の評価方法案（概要） 

資料 21-6-2  実証事業に係る安全評価（事前評価）の進捗・リスク解析手順書 

資料 21-6-3  安全ガイドライン骨子案（IMO 提案） 

資料 21-6-4  無人運航に関する調査 

資料 21-6-5-1 今年度の事業成果①安全性評価（安全性評価事業） 

資料 21-6-5-2 今年度の事業成果②総合シミュレーションシステム開発等（安全性評価事業） 

資料 21-6-6  次年度の事業予定（日本財団助成金申請） 

参考 21-6-1  安全ガイドライン骨子案（IMO 提案・MSC 105/7/2） 

参考 21-6-2  ①安全性評価:自動運航船のリスク解析手順書 

参考 21-6-3  ②総合シミュレーションシステム開発等:事後評価の評価方法案 

 

(5) 議事内容 

 無人運航船に係る総合安全性評価（事後評価）の評価方法 

 安全ガイドライン骨子案 

 無人運航に関する調査 

 今年度の事業成果 

 次年度の事業予定 
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3 まとめ及び今後の計画 

2021 年度の主要な成果と 2022 年度の計画を示す。 

本事業では無人運航船プロジェクトに係る安全評価、総合シミュレーションシステムの開発、及び

総合調整、ガイドライン策定等を３本の柱として実施した。 

 

（１）無人運航船プロジェクトに係る安全評価 

無人運航船プロジェクトに係る安全評価では、MEGURI2040 に参画する実証事業者（以下、事業者）

の実証実験の安全な実施に貢献するため、また、MEGURI2040 に係る安全性評価事業で策定予定のガ

イドラインの内容検討のため、「各事業者のリスク解析のモニタリングとレビュー」と「必要データ

等の関連情報の収集及び調査」を実施した。 

「各事業者のリスク解析のモニタリングとレビュー」では、各事業者が開発する自動運航システム

の構成要素を正しく理解した上で、事業者が実施する安全性評価（リスク解析等）の内容に即してそ

の実施の過程をモニタリングし、解析の支援や追加対策の助言、解析結果のとりまとめ等の解析のレ

ビューを実施した。この取り組みにより、全ての事業者において、実証実験の安全な実施が期待でき

ることを確認した。 

「必要データ等の関連情報の収集及び調査」では、無人運航船の安全ガイドライン案の策定に資す

るべく 2022 年度から実施する事後評価のために必要なデータ等を、事業者の一部から収集した。ま

た、無人運航船の安全ガイドライン案の策定に資するために必要な次の事項の調査を行った。さらに、

リスク解析手順書として「実証実験のリスク解析手順書」及び「自動運航船のリスク解析手順書」を

作成した。本手順書は国土交通省が令和 4 年 2 月に公開した「自動運航船に関する安全ガイドライン」

で引用された。 

①安全ガイドラインの対象となる無人運航船に係る(a)自動化レベル、(b)運航条件及び(c) 運航設

計領域（ODD）に従った自動運航システムの定義（国土交通省及び IMO がそれぞれ定義する

自動化レベル等との関係の整理を含む。海上人命安全条約の対象設備又は当該設備の代替とな

るものを優先検討。） 

②機関区域、航海設備等の海上人命安全条約に規定する自動化設備の要件、欧州等の自動運航船

及び国内の自動運転車のガイドラインの概要（①準拠した整理を含む） 

③①に記載する運航条件の事例となる ConOps（Concept of operations）の定義とその設定事例（定

義は ISO/TR 17427-3:2015 を含む。自動運航船、自動車の自動運転等の事例。） 

④上記を踏まえた安全ガイドラインにおける FTSS(Fast Time Ship Simulator)及びリスク解析手順書

の活用方法 

 

（２）総合シミュレーションシステムの開発 

総合シミュレーションシステム開発では、「ファストタイムシミュレーンシステム（FTSS）の構築」、

「操船シミュレータの開発」、「センサ検証システムの開発」、「機関遠隔監視システムの開発」及び

「避難シミュレータの開発」の検討を実施した。 

「ファストタイムシミュレーションシステム（FTSS）の構築」では、2020 年度作成した FTSS のプ

ロトタイプをもとに、事業者配布用プログラムの構築を行い、事業者へ配布し、FTSS との接続性に

ついての意見収集を行った。この結果を元に、FTSS との接続性を高めるために、アダプタの開発を
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行いその仕様を公開し、利用者への利便性の向上を図った。また、自動化システムの安全性評価法に

ついては、シナリオベースでの評価を実施することとし、自動車の規格 ISO34502 を参考にして避航

操船を対象にテストシナリオを作成する手法の検討を行った。さらに、操縦運動シミュレーション

ツールとして、船舶の主要目等から船舶の操縦運動パラメータを推定する手法を整備し、船体運動計

算 FMU に実装し、これを PyFMI を用いて FTSS に接続して、当該船舶の操縦運動シミュレーション

を FTSS 上で動作することを確認した。なお、事業実施中に、FTSS の名称は、「ファストタイムシッ

プシミュレータ:Fast Time Ship Simulator」に変更したので、以降FTSSの名称は、「ファストタイムシッ

プシミュレータ」とする。2022 年度は、引き続き「ファストタイムシップシミュレータ」の完成度の

向上を図ると共に、実際にテストシナリオを走らせ、検査方法の確立に資する。 

「操船シミュレータの開発」では、2020 年度の操船シミュレータに関する技術動向調査や、事業者

へのシミュレータへの要望に関するヒアリング等を元に、操船シミュレータの要求仕様を整理・確認

し、操船シミュレータのソフトウェア、及びハードウェアの基本的なシステム構成を定めた。2021 年

度は、第 1 船橋関連のハードウェアの整備を行った。なお、半導体不足等の影響を受け調達に時間が

かかったため、契約延長とした。2022 年度は、残りのハードウェアの構築と、ソフトウェアのインス

トールを行い、緊急事対応等のシナリオの実施環境の構築を目指す。。 

「センサ検証システムの開発」では、統合センサシステムの評価手法に関して、MEGURI 事業者な

ど有識者等及び自動運転車における仮想空間での評価プラットフォーム（DIVP）開発者と意見交換を

実施し、統合センサシステム及び単体センサシステムの試験法について検討を行った。さらに、検査

法が確立されていないカメラ画像による障害物検知システムに関する評価法の検討を行い、この評価

法に用いる 8K カメラ画像と同期したレーダ・AIS データの収集を行った。2022 年度は、これらの評

価法を取りまとめ、認証法の確立を目指す。 

「機関遠隔監視システムの開発」では、機関部への自動化・無人化システムの導入における導入段

階とその際の必要機能の洗い出しを行った。さらに、無人運航船に用いられる機関遠隔監視システム

の評価に必要な要件を検討するため、海技研が管理する小型実験船「神峰」を対象として、実運航時

の主機や船内電力等の運転状況を遠隔地で監視するシステムを構築し、各要件の詳細について、検討

を行った。2022 年度は、これまでの調査結果と海外の動向を加味して、無人運航を想定した機関遠隔

監視システムの要件を取りまとめる。 

「避難シミュレータの開発」では、無人運航船の場合の解析手法の必要性を検討するため、避難シ

ミュレーションに用いられるプログラムの構成、出力、および入力について調査し、船舶災害時にお

ける乗員乗客避難時間推計のためのモデル計算を実施し、IMO の避難解析指針に必要な機能を確認し

た。また、無人運航船の場合の解析手法の改正の必要性について、調査や専門家との意見交換により、

退船の判断を行う船長（あるいは船長の役割を果たす人）に対し必要な情報が伝達されること、及び

「非常の場合における海員の作業」の操練が十分に行われることが満たされた場合、特別な避難解析

手法は不要であることを確認した。この為、無人運航船に特化した乗客避難シミュレータの開発は、

行わないこととなった。2022 年度は、これまでの調査結果を加味して、無人運航を想定した乗客の避

難誘導にかかわる要件を取りまとめる。 

 

（３）総合調整、ガイドライン策定 

「総合調整」、 外部有識者等からなる無人運航船安全性評価ステアリング委員会を組織するととも

に、その傘下に無人運航船安全性評価等実施委員会及び無人運航船安全ガイドライン策定等委員会を
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設置し、本事業の進捗及び成果等の審議を行った。2022 年度も引き続きこれらの委員会において審議

を行う。 

「ガイドライン策定」では、2021年度に、IMOへの MASS運用の安全ガイドライン作成のための、

無人・自動運航船固有の機能要件をまとめるとともに、これらに関する基礎的情報を取得するため、

自動化レベルや安全性を確保するための冗長性要件、ConOps 及び他の交通モードの自動化システム

の安全性評価に関する調査を行った。次に、これらの調査結果と安全ガイドラインのフレームワーク

となる GBS(Goal Based Standard）の考えをベースに、MASS 運用の安全ガイドラインの骨子案

(MSC105/7/2)を作成し、IMO の第 105 回海上安全委員会(MSC105)でロシアおよび UAE と共同提案を

行った。IMOでは、2023年度末の MASS運用の安全ガイドラインの最終化に向けて、作業が進んでお

り、本事業においても IMOの審議動向を確認しつつ、引き続きガイドライン策定に必要な調査等とガ

イドラインの充実に向けたガイドライン案の提案を行う。 
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資料 1 

 

無人運航船安全性評価ステアリング委員会 委員等名簿 
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2022年3⽉31⽇現在
⽒名 勤務先

委
員
⻑

1 今 津 隼 ⾺ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 名誉教授

2 梅 ⽥ 直 哉 国⽴⼤学法⼈⼤阪⼤学 ⼤学院　⼯学研究科　地球総合⼯学専攻　船舶海洋⼯学部⾨  教授

3 庄 司 る り 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 副学⻑  教授

4 清 ⽔ 悦 郎 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　海洋電⼦機械⼯学部⾨  教授

5 伊 藤 誠 国⽴⼤学法⼈筑波⼤学 システム情報系  教授

6 南 健 悟 学校法⼈⽇本⼤学 法学部法律学科  教授

7 古 莊 雅 ⽣ 独⽴⾏政法⼈国⽴⾼等専⾨学校機構  ⼤島商船⾼等専⾨学校  校⻑

8 河 合 英 直 独⽴⾏政法⼈⾃動⾞技術総合機構　交通安全環境研究所 ⾃動⾞安全研究部⻑

9 藤 浪 幸 仁 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会 技術研究所  所⻑

10 ⼤ 森 彰 ⼀般社団法⼈⽇本船主協会 常務理事　海務部⻑

11 ⻄ 村 浩 ⼀ 株式会社東洋信号通信社 顧問　CTO

12 ⽥ 澤 孝 之 ⽇本マイクロソフト株式会社  Chief Digital Advisor

13 野 本 秀 樹 有⼈宇宙システム株式会社  IV&V研究センター  センター⻑

14 柳 裕 ⼀ 朗 公益財団法⼈⽇本財団 海洋事業部　海洋船舶チーム  無⼈運航船推進アドバイザー

15 村 井 康 ⼆ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　海事システム⼯学部⾨  教授

16 ⽥ 丸 ⼈ 意 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 ⼤学院　海洋科学技術研究科　海事システム⼯学部⾨  教授

17 國 分 健 太 郎 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 知識・データシステム系　シミュレータ研究グループ  ⾃動運航
船PT⻑、シミュレータ研究グループ⻑

18 南 真 紀 ⼦ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 知識・データシステム系　シミュレータ研究グループ  上席研究
員

19 柚 井 智 洋 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 海洋リスク評価系　リスク解析研究グループ　  主任研究員

20 井 上 清 登 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 企画部　  研究連携主管

21 佐 藤 圭 ⼆ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 ⾃動運航船プロジェクトチーム　  主任研究員

22 澤 ⽥ 涼 平 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 ⾃動運航船プロジェクトチーム　  研究員知識

23 川 邉 将 史 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 上級教育・研究国際部　  国際課⻑

24 堀 晶 彦 独⽴⾏政法⼈海技教育機構　 審議役

25 市 川 義 ⽂ 独⽴⾏政法⼈海技教育機構　 本部教育研究課⻑

26 ⼭ ⽥ 智 章 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会 技術研究所　主管

27 峰 本 健 正 国⼟交通省 海事局　安全政策課⻑

28 ⽥ 村 顕 洋 国⼟交通省 海事局　海洋・環境政策課⻑

29 ⼩ 磯 康 国⼟交通省 海事局　検査測度課⻑

30 古 ⼟ 井 健 国⼟交通省 港湾局　計画課　企画室⻑

31 佐 々 ⽊ 規 雄 国⼟交通省 港湾局　産業港湾課  国際企画室⻑

32 内 ⽥ 浩 平 海上保安庁 交通部　航⾏安全課⻑

33 加 藤 光 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 専務理事

34 渡 ⽥ 滋 彦 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 常務理事

35 松 井 裕 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ⻑

36 福 ⼾ 淳 司 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　  研究開発プロジェクトリーダー

37 井 下 聡 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット  研究開発チームリーダー

38 ⼾ 村 郁 美 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット

2021年度　無⼈運航船安全性評価ステアリング委員会　委員名簿

委
員

関
係
者

関
係
官
庁

事
務
局
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安全ガイドライン等策定委員会 委員等名簿 
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2022年3⽉31⽇現在
⽒名 勤務先

主
査 1 清 ⽔ 悦 郎 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　海洋電⼦機械⼯学部⾨  教授

2 牧 敦 ⽣ 国⽴⼤学法⼈⼤阪⼤学 ⼤学院　⼯学研究科　地球総合⼯学専攻　船舶海洋⼯学部⾨  准教授

3 伊 藤 誠 国⽴⼤学法⼈筑波⼤学 システム情報系  教授

4 國 枝 佳 明 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　海事システム⼯学部⾨  教授

5 南 健 悟 学校法⼈⽇本⼤学 法学部法律学科  教授

6 河 合 英 直 独⽴⾏政法⼈⾃動⾞技術総合機構　交通安全環境研究所 ⾃動⾞安全研究部⻑

7 ⽥ 北 順 ⼆ ⼀般社団法⼈全国船舶無線協会  ⽔洋会部会  事務局⻑

8 ⼭ ⽥ 智 章 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会 技術研究所  主管

9 中 村 秀 之 公益財団法⼈⽇本海事センター 企画研究部  主任研究員

10 平 尾 真 ⼆ ⼀般社団法⼈⽇本船主協会 海務部  副部⻑

11 柳 裕 ⼀ 朗 公益財団法⼈⽇本財団 海洋事業部　海洋船舶チーム  無⼈運航船推進アドバイザー

12 村 井 康 ⼆ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　  教授

13 ⽥ 丸 ⼈ 意 国⽴⼤学法⼈　東京海洋⼤学 ⼤学院　海洋科学技術研究科　海事システム⼯学部⾨  教授

14 國分 健太郎 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 知識・データシステム系　シミュレータ研究グループ  ⾃動
運航船PT⻑、シミュレータ研究グループ⻑

15 柚 井 智 洋 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 海洋リスク評価系　リスク解析研究グループ  主任研究
員

16 井 上 清 登 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 企画部　  研究連携主管

17 佐 藤 圭 ⼆ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 ⾃動運航船プロジェクトチーム  主任研究員

18 澤 ⽥ 涼 平 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 ⾃動運航船プロジェクトチーム  研究員知識

19 堀 晶 彦 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 審議役

20 外 ⾕ 進 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 企画調整部  次⻑

21 川 邉 将 史 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 上級教育・研究国際部  国際課⻑

22 佐 藤 誠 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会 技術研究所

23 峰 本 健 正 国⼟交通省　海事局　 安全政策課　  課⻑

24 ⽥ 村 顕 洋 国⼟交通省　海事局　 海洋・環境政策課　  課⻑

25 ⼩ 磯 康 国⼟交通省　海事局　 検査測度課　  課⻑

26 古⼟井　　　健 国⼟交通省 港湾局　計画課　企画室⻑

27 佐々⽊ 規雄 国⼟交通省　 港湾局　産業港湾課　国際企画室⻑

28 内 ⽥ 浩 平 海上保安庁　 交通部　航⾏安全課⻑

29 加 藤 光 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 専務理事

30 渡 ⽥ 滋 彦 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 常務理事

31 松 井 裕 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ⻑

32 福 ⼾ 淳 司 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発プロジェクトリーダー

34 井 下 聡 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット

35 ⼾ 村 郁 美 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット

2021年度　安全ガイドライン等策定委員会　委員名簿
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安全評価等実施委員会 委員等名簿 
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2022年3⽉31⽇現在
⽒名 勤務先

主
査 1 今 津 隼 ⾺ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 名誉教授

2 橋 本 博 公 公⽴⼤学法⼈⼤阪 ⼤阪府⽴⼤学 ⼤学院　⼯学研究科　航空宇宙海洋系専攻 海洋システム⼯学分野  教授

3 伊 藤 誠 国⽴⼤学法⼈筑波⼤学 システム情報系  教授

4 古 莊 雅 ⽣ 独⽴⾏政法⼈国⽴⾼等専⾨学校機構  ⼤島商船⾼等専⾨学校  校⻑

5 ⻄ 藤 浩 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本海事協会 技術本部技術部  主管

6 野 本 秀 樹 有⼈宇宙システム株式会社  IV&V研究センター  センター⻑

7 柳 裕 ⼀ 朗 公益財団法⼈⽇本財団 海洋事業部　海洋船舶チーム  無⼈運航船推進アドバイザー

8 村 井 康 ⼆ 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学 学術研究院　海事システム⼯学部⾨  教授

9 ⽥ 丸 ⼈ 意 国⽴⼤学法⼈　東京海洋⼤学 ⼤学院　海洋科学技術研究科　海事システム⼯学部⾨  教授

10 國 分 健 太 郎 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 知識・データシステム系　シミュレータ研究グルー
プ  ⾃動運航船PT⻑、シミュレータ研究グループ⻑

11 南 真 紀 ⼦ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 知識・データシステム系　シミュレータ研究グルー
プ  主任研究員

12 柚 井 智 洋 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 海洋リスク評価系　リスク解析研究グループ  主
任研究員

13 井 上 清 登 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所 企画部　  研究連携主管

14 堀 晶 彦 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 審議役

15 外 ⾕ 進 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 企画調整部　次⻑

16 川 邉 将 史 独⽴⾏政法⼈海技教育機構 上級教育・研究国際部　国際課⻑

17 ⼭ ⽥ 智 章 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会　技術研究所 主管

18 佐 藤 誠 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会　技術研究所

19 峰 本 健 正 国⼟交通省　海事局　 安全政策課  　課⻑

20 ⽥ 村 顕 洋 国⼟交通省　海事局　 海洋・環境政策課  　課⻑

21 ⼩ 磯 康 国⼟交通省　海事局　 検査測度課  　課⻑

22 古 ⼟ 井 健 国⼟交通省　港湾局　 計画課　企画室  　室⻑

23 佐 々 ⽊ 規 雄 国⼟交通省　 港湾局　産業港湾課　国際企画室⻑

24 内 ⽥ 浩 平 海上保安庁　 交通部　航⾏安全課  　課⻑

25 加 藤 光 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 専務理事

26 渡 ⽥ 滋 彦 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 常務理事

27 松 井 裕 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ⻑

28 福 ⼾ 淳 司 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発プロジェクトリーダー

29 井 下 聡 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット

30 ⼾ 村 郁 美 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会 研究開発グループ　研究開発ユニット

2021年度　安全評価等実施委員会　委員名簿
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自動運航船のリスク解析手順書 
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ガイドライン骨子案・IMO 提案（MSC 105/7/2） 
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